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様式１ 平成 27 年度 春日井市地域防災計画（原子力災害対策計画） 新旧対照表（案） 

頁 行 修      正      前 修      正      後 備    考 

3 3 第１編 総則 

第１章 計画の目的・方針 

第４節 災害の想定 

２ 原子力災害 
原子力発電所又は原

子炉施設名 
事業者名 所在地 摘要 

浜岡原子力発電所 
中部電力株式会

社 
静岡県御前崎市佐倉 ＢＷＲ：５基※１ 

美浜発電所 

関西電力株式会

社 

福井県三方郡美浜町

丹生 
ＰＷＲ：３基 

大飯発電所 
福井県大飯郡おおい

町大島 
ＰＷＲ：４基 

高浜発電所 
福井県大飯郡高浜町

田ノ浦 
ＰＷＲ：４基 

敦賀発電所 
日本原子力発電

株式会社 
福井県敦賀市明神町 

ＢＷＲ：１基 

ＰＷＲ：１基 

高速増殖炉研究開発

センター（もんじゅ） 独立行政法人日

本原子力研究開

発機構 

福井県敦賀市白木 ＦＢＲ：１基 

原子炉廃止措置研究

開発センター（ふげ

ん） 

福井県敦賀市明神町 ＡＴＲ：１基※２ 

 ※１：浜岡原子力発電所の１号機及び２号機は廃炉措置作業 

中であり、原子炉から燃料体を搬出し、原子炉として 

の機能はない。 

 
 
※２：原子炉廃止措置研究開発センターふげんは、廃炉措 

置作業中であり、原子炉から燃料体を搬出し、原子炉 

としての機能はない。  

 
 
 

 

第１編 総則 

第１章 計画の目的・方針 

第４節 災害の想定 

２ 原子力災害 
原子力発電所又は原

子炉施設名 
事業者名 所在地 摘要 

浜岡原子力発電所 
中部電力株式会

社 
静岡県御前崎市佐倉 ＢＷＲ：５基※１ 

美浜発電所 

関西電力株式会

社 

福井県三方郡美浜町

丹生 
ＰＷＲ：３基※２ 

大飯発電所 
福井県大飯郡おおい

町大島 
ＰＷＲ：４基 

高浜発電所 
福井県大飯郡高浜町

田ノ浦 
ＰＷＲ：４基 

敦賀発電所 
日本原子力発電

株式会社 
福井県敦賀市明神町 

ＢＷＲ：１基※３ 

ＰＷＲ：１基 

高速増殖炉研究開発

センター（もんじゅ） 国立研究開発法

人日本原子力研

究開発機構 

福井県敦賀市白木 ＦＢＲ：１基 

原子炉廃止措置研究

開発センター（ふげ

ん） 

福井県敦賀市明神町 ＡＴＲ：１基※４ 

 ※１：浜岡原子力発電所の１号機及び２号機は廃炉措置作業 

中 

 
 ※２：美浜発電所の１号機及び２号機は廃炉に向けた手続中 

 ※３：敦賀発電所の１号機は廃炉に向けた手続中 

 ※４：原子炉廃止措置研究開発センターふげんは、廃炉措 

置作業中であり、原子炉から燃料体を搬出し、原子炉 

としての機能はない。 

 ※５：これらの施設で事故が発生した場合を想定し、国等が 

行ったシミュレーション結果を計画の策定にあたり参 

考とした。 

 

組織名の変更 

 

美浜発電所１号

機、２号機、敦賀

発電所１号機の

廃炉決定 

8 15 第２章 各機関の処理すべき事務又は業務の大綱 

第２節 処理すべき事務又は業務の大綱 

４ 指定公共機関（原子力事業者を除く。） 

（2） 西日本電信電話株式会社、ＫＤＤＩ株式会社、株式会社 

第２章 各機関の処理すべき事務又は業務の大綱 

第２節 処理すべき事務又は業務の大綱 

４ 指定公共機関（原子力事業者を除く。） 

（2） 西日本電信電話株式会社、エヌ・ティ・ティ・コミュニ

 

指定公共機関の

追加 
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頁 行 修      正      前 修      正      後 備    考 

ＮＴＴ・ドコモ 

 

（略） 

ケーションズ株式会社、ＫＤＤＩ株式会社、株式会社ＮＴ

Ｔドコモ、ソフトバンクモバイル株式会社 

  （略） 

 

8 22 ６ 原子力事業者（中部電力株式会社、関西電力株式会社、日

本原子力発電株式会社及び独立行政法人日本原子力研究開発

機構） 

 （略） 

６ 原子力事業者（中部電力株式会社、関西電力株式会社、日

本原子力発電株式会社及び国立研究開発法人日本原子力研究

開発機構） 

 （略） 

 

組織名の変更 

12 9 第２編 災害予防計画 

第２章 原子力災害予防対策 

第１節 原子力事業者との連携 

 県は、中部電力株式会社、関西電力株式会社、日本原子力発

電会社及び独立行政法人日本原子力研究開発機構（以下、「４原

子力事業者」という。）と連携して、他の防災関係機関に適宜情

報提供を行う。 

第２編 災害予防計画 

第２章 原子力災害予防対策 

第１節 原子力事業者との連携 

県は、中部電力株式会社、関西電力株式会社、日本原子力発

電会社及び国立研究開発法人日本原子力研究開発機構（以下、

「４原子力事業者」という。）と連携して、他の防災関係機関に

適宜情報提供を行う。 

 

組織名の変更 

12 25 第２節 情報の収集・連絡体制等の整備 

１ 県と関係機関相互の連携体制の整備 

  （略） 

特に、原子力規制庁との間においては、平常時からの連絡・

調整窓口の確認、意見交換等を行う。 

第２節 情報の収集・連絡体制等の整備 

１ 県と関係機関相互の連携体制の整備 

（略） 

特に、内閣府及び原子力規制庁との間においては、平常時

からの連絡・調整窓口の確認、意見交換等を行う。 

 

国の体制変更 

14 33 第８節 健康被害防止に係る整備 

３ 放射線防護資機材等の保有状況等の把握 

市及び県は、核燃料物資等に対する防災対策を円滑に実施

するため、放射線防護資機材の保有状況等の防災対策資料の

把握に努めることとする。 

第８節 健康被害防止に係る整備 

３ 放射線防護資機材等の保有状況等の把握 

市及び県は、核燃料物資等に対する防災対策を円滑に実施

するため、放射線防護資機材の保有状況等の防災対策資料の

把握に努める。 

 

表記の整理 

15 1 ４ スクリーニング及び人体の除染の実務主体の調整 

市及び県は、スクリーニング及び人体の除染が迅速に実施

できるよう、実務主体の調整を図る。 

 
（追加） 

 
 
 
 

４ スクリーニング及び人体の除染の体制の整備 

市及び県は、スクリーニング及び人体の除染が迅速に実施

できるよう、体制の整備を図る。 

 
５ 医療総括責任者の配置 

  県は、災害時に、被ばくに係る傷病者の搬送先の指示等を

行う医療総括責任者をあらかじめ定めておく。 

 

対策の整理 

 

 

対策の追加 
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頁 行 修      正      前 修      正      後 備    考 

15 27 第 10節 市民等への的確な情報伝達体制の整備 

５ 県は、テレビ放送局、ラジオ放送局、コミュニティ放送局、

ＦＭ電波を利用した文字多重放送、ホームページ（インター

ネット）、広報用電光掲示板、ＣＡＴＶ、携帯電話（緊急速

報メール機能を含む。）等の多様なメディアの活用体制の整

備に努める。 

第 10節 市民等への的確な情報伝達体制の整備 

５ 県は、災害情報共有システム（Ｌアラート）の活用などテ

レビ放送局、ラジオ放送局、コミュニティ放送局、ＦＭ電波

を利用した文字多重放送、ホームページ（インターネット）、

広報用電光掲示板、ＣＡＴＶ、携帯電話（緊急速報メール機

能を含む。）等の多様なメディアの活用体制の整備に努める。 

 

対策の追加 

16 26 （追加） 第 14節 県外からの避難者の受入に関する事前調整 

 県は、避難元都道府県の要請に基づき、県外からの避難者の

受入れが円滑に行われるよう、事前に受入れ体制の調整に努め

るものとする。 

 

対策の追加 

 

 

19 2 第３編 災害応急対策計画 

第１章 活動態勢 

第１節 市災害対策本部の設置 

２ 市災害対策本部等の設置及び職員の配備基準 

（2） 設置場所 

   災対本部は、市役所６階研修室に設置する。 

第３編 災害応急対策計画 

第１章 活動態勢 

第１節 市災害対策本部の設置 

２ 市災害対策本部等の設置及び職員の配備基準 

（2） 設置場所 

 災対本部は、市役所６階災害対策室に設置する。 

 

災害対策室の常

設に伴う変更 

26 3 第３章 核燃料物質等の輸送中の事故における応急対策 

■ 主な機関の措置 

機関名 主な措置 

西日本電信電話株式

会社、ＫＤＤＩ株式会

社、株式会社ＮＴＴド

コモ 

 
 
 
 

第 13節  輻輳対策 

 

第３章 核燃料物質等の輸送中の事故における応急対策 

■ 主な機関の措置 

機関名 主な措置 

西日本電信電話株式

会社、エヌ・ティ・テ

ィ・コミュニケーショ

ンズ株式会社、ＫＤＤ

Ｉ株式会社、株式会社

ＮＴＴドコモ、ソフト

バンクモバイル株式

会社 

第 13節  輻輳対策 

 

 

指定公共機関の

追加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

30 1 第 13節 輻輳対策 

西日本電信電話株式会社、ＫＤＤＩ株式会社及び株式会社Ｎ

ＴＴドコモは、事故発生報道後の輻輳対策措置を講じるものと

する。 

第 13節 輻輳対策 

西日本電信電話株式会社、エヌ・ティ・ティ・コミュニケー

ションズ株式会社、ＫＤＤＩ株式会社、株式会社ＮＴＴドコモ

及びソフトバンクモバイル株式会社は、事故発生報道後の輻輳

対策措置を講じるものとする。 

 

指定公共機関の

追加 
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頁 行 修      正      前 修      正      後 備    考 

32 30 第４章 県外の原子力発電所等における異常時対策 

■ 主な機関の措置 

機関名 主な措置 

西日本電信電話株式

会社、ＫＤＤＩ株式会

社、株式会社エヌ・テ

ィ・ティ・ドコモ 

 
 
 
 

第 15節  輻輳対策 

 

第４章 県外の原子力発電所等における異常時対策 

■ 主な機関の措置 

機関名 主な措置 

西日本電信電話株式

会社、ＫＤＤＩ株式会

社、エヌ・ティ・ティ・

コミュニケーション

ズ株式会社、株式会社

ＮＴＴドコモ、ソフト

バンクモバイル株式

会社 

第 15節  輻輳対策 

 

 

指定公共機関の 

追加 

33 4 第１節 情報の収集・連絡、緊急連絡体制及び通信の確保 

３ 国、所在県及び隣接県との連携 

（略） 

特に、原子力規制庁との間においては、県内の応急対策活

動の状況等を随時連絡するとともに、必要な指示を受けるな

ど、相互の連携を密にするものとする。 

第１節 情報の収集・連絡、緊急連絡体制及び通信の確保 

３ 国、所在県及び隣接県との連携 

（略） 

特に、内閣府及び原子力規制庁との間においては、県内の

応急対策活動の状況等を随時連絡するとともに、必要な指示

を受けるなど、相互の連携を密にするものとする。 

 

国の体制変更 

34 11 第４節 環境放射線モニタリングの実施と結果の公表 

県は、国及び原子力事業者等が実施し、オフサイトセンター

に集約された緊急時のモニタリングの結果を収集するととも

に、環境放射能調査におけるモニタリングを強化し、その調査

結果を速やかに関係機関、関係市町村等に連絡し、あわせて市

民等に情報提供する。 

また、モニタリングの測定データに高い値が見受けられた場

合には、県は、関係市町村と連携して可搬型測定機器により一

般環境中の空間放射線量率の測定を実施するなど、監視体制を

強化する。また、その調査結果についても、速やかに関係機関

等に連絡するとともに市民等に情報提供する。 

（追加） 
 

第４節 環境放射線モニタリングの実施と結果の公表 

１ 県は、国及び原子力事業者等が実施し、オフサイトセンタ

ーに集約された緊急時のモニタリングの結果を収集するとと

もに、環境放射能調査におけるモニタリングを強化し、その

調査結果を速やかに関係機関、関係市町村等に連絡し、あわ

せて市民等に情報提供する。 

また、モニタリングの測定データに高い値が見受けられた

場合には、県は、関係市町村と連携して可搬型測定機器によ

り一般環境中の空間放射線量率の測定を実施するなど、監視

体制を強化する。また、その調査結果についても、速やかに

関係機関等に連絡するとともに市民等に情報提供する。 

２ 県は、モニタリング結果の公表にあたっては、県民等に的

確な情報提供を行うため、測定結果の妥当性に留意するもの

とする。 

 

 

対策の追加 
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頁 行 修      正      前 修      正      後 備    考 

36 1 第７節 国等からの指示に基づく屋内退避、避難誘導等の防護

活動 

２ 広域避難活動 

（2） 国等からの指示に基づき、市町村の区域を越えて避難を

行う必要が生じた市町村（以下「要避難市町村」という。）

は、他の市町村に対し収容先の供与及びその他災害救助の

実施に協力するよう要請する。 

   県は、必要に応じて避難先及び輸送ルートの調整を行う。 

第７節 国等からの指示に基づく屋内退避、避難誘導等の防護

活動 

２ 広域避難活動 

（2） 国等からの指示に基づき、市町村の区域を越えて避難を

行う必要が生じた市町村（以下「要避難市町村」という。）

は、他の市町村に対し避難所の供与及びその他災害救助の

実施に協力するよう要請する。 

   県は、必要に応じて避難先及び輸送ルートの調整を行う。 

 

表記の整理 

36 16 ３ 屋内退避、避難を勧告又は指示した区域における交通の規

制及び立入制限等の措置 

県は、市町村長が国等からの指示に基づき屋内退避、避難

を勧告又は指示した区域について、外部から車両等が進入し

ないよう指導するなど、交通の規制及び立入制限等必要な措

置をとるよう関係機関に要請する。 

３ 屋内退避、避難を勧告又は指示した区域における交通の規

制及び立入制限等の措置 

県は、市町村長が国等からの指示に基づき屋内退避、避難

を勧告又は指示した区域について、外部から車両等が進入し

ないよう指導するなど、立入制限等必要な措置をとるよう関

係機関に要請する。 

 

対策の整理 

39 22 第 15節 輻輳対策 

西日本電信電話株式会社、ＫＤＤＩ株式会社及び株式会社Ｎ

ＴＴドコモは、事故等発生報道後の輻輳対策措置を講じるもの

とする。 

 

第 15節 輻輳対策 

西日本電信電話株式会社、エヌ・ティ・ティ・コミュニケー

ションズ株式会社、ＫＤＤＩ株式会社、株式会社ＮＴＴドコモ

及びソフトバンクモバイル株式会社は、事故等発生報道後の輻

輳対策措置を講じるものとする。 

 

指定公共機関の

追加 

39 26 第 16節 県外からの避難者の受入れ 

１ 避難者の受入れ 

県は、県境を越えて避難する者が発生した都道府県（以下

「避難元都道府県」という。）から協議を受けたときは、次の

対応を行う。 

第 16節 県外からの避難者の受入れ 

１ 避難者の受入れ 

県外からの避難者の受入れは、避難元都道府県と調整した

避難計画等によることとするが、それによりがたい場合には、

次の対応を行う。 

 

対策の整理 

47  参考資料 

２ 原子力事業者、国、地方公共団体が採ることを想定される

措置等 

〔Ｐ６～７のとおり〕 

参考資料 

２ 原子力事業者、国、地方公共団体が採ることを想定される

措置等 

〔Ｐ８～９のとおり〕 

 

原子力災害対策

指針の改定 

49  ３ 防護措置実施のフローの例 

〔Ｐ10のとおり〕 

３ 防護措置実施のフローの例 

〔Ｐ11のとおり〕 

 

原子力災害対策

指針の改定 
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頁 行 修      正      前 修      正      後 備    考 

50 2 ４ 各緊急事態区分を判断するＥＡＬの枠組みについて 

１．沸騰水型軽水炉（実用発電用のものに限る。）に係る原子炉施設（原子炉容器内に照射済燃料集合体が

存在しない場合を除く。） 

４ 各緊急事態区分を判断するＥＡＬの枠組みについて 

１．沸騰水型軽水炉（実用発電用のものに限り、規制法第６４条の２第１項の規定により特定原子力施設

として指定され、同条第４項の規定により平成２４年１１月１５日においてその旨を公示された原子炉

施設（以下「東京電力株式会社福島第一原子力発電所原子炉施設」という。）のうち、１号炉、２号炉、

３号炉及び４号炉を除く。）に係る原子炉施設（原子炉容器内に照射済燃料集合体が存在しない場合を除

く。） 

 

 

59 1 
（追加） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４．使用済燃料貯蔵槽内にのみ照射済燃 

料集合体が存在する原子炉施設（照射済燃料集合体が十分な期間にわたり冷却されたものとして原子力規

制委員会が定めたものを除く。） 

４． 東京電力株式会社福島第一原子力発電所原子炉施設のうち、ｐ号炉、２号炉、３号炉及び４号炉に係

る原子炉施設（使用済燃料貯蔵槽内に照射済燃料集合体が存在しない場合を除く。） 

警戒事態を判断するＥＡＬ 
緊急事態区分におけ

る措置の概要 

① 使用済燃料貯蔵槽の水位を維持できないこと、又は当該貯蔵槽の水位を

一定時間以上測定できないこと。 

② 当該原子炉施設等立地道府県において、震度６弱以上の地震が発生した

場合。 

③ 当該原子炉施設等立地道府県沿岸において、大津波警報が発令された場

合。 

④ オンサイト統括補佐が警戒を必要と認める当該原子炉施設の重要な故障

等が発生した場合。 

⑤ その他原子炉施設以外に起因する事象が原子力施設に影響を及ぼすおそ

れがあることを認知した場合など、委員長又は委員長代行が警戒本部の設

置が必要と判断した場合。 

体制構築や情報収集

を行い、住民防護の

ための準備を開始す

る。 

避難指示区域におい

ては、一時立入を中

止し、避難指示区域

に一時立 

入りしている住民の

退去を準備する。 

 

施設敷地緊急事態を判断するＥＡＬ 
緊急事態区分におけ

る措置の概要 

① 使用済燃料貯蔵槽の水位が照射済燃料集合体の頂部から上方２メートル

の水位まで低下すること。 

② 原子力事業所の区域の境界付近等において原災法第１０条に基づく通報

の判断基準として政令等で定める基準以上の放射線量又は放射性物質が

検出された場合（事業所外運搬に係る場合を除く。）。 

③ その他原子炉施設以外に起因する事象が原子炉施設に影響を及ぼすおそ

れがあること等放射性物質又は放射線が原子力事業所外へ放出され、又は

放出されるおそれがあり、原子力事業所周辺において、緊急事態に備えた

防護措置の準備及び防護措置の一部の実施を開始する必要がある事象が

発生すること。 

 

避難指示区域に一時

立入している住民の

退去を開始するとと

もに、避難指示区域

でない区域の住民の

屋内退避を準備す

る。 

全面緊急事態を判断するＥＡＬ 
緊急事態区分におけ

る措置の概要 

① 使用済燃料貯蔵槽の水位が照射済燃料集合体の頂部の水位まで低下する

こと。 

② 原子力事業所の区域の境界付近等において原災法第１５条に基づく緊急

事態宣言の判断基準として政令等で定める基準以上の放射線量又は放射

性物質が検出された場合（事業所外運搬に係る場合を除く。）。 

③ その他原子炉施設以外に起因する事象が原子炉施設に影響を及ぼすこと

等放射性物質又は放射線が異常な水準で原子力事業所外へ放出され、又は

放出されるおそれがあり、原子力事業所周辺の住民の避難を開始する必要

がある事象が発生すること。 

 

避難指示区域でない

区域の住民の屋内退

避を開始する。 

 
５．使用済燃料貯蔵槽内にのみ照射済燃料集合体が存在する原子炉施設（４．及び照射済燃料集合体が十

分な期間にわたり冷却されたものとして原子力規制委員会が定めたものを除く。） 
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頁 行 修      正      前 修      正      後 備    考 

61 5 ５．原子炉（１．～４．に掲げる原子炉を除く。）…原子炉容器内に核燃料物質が存在しない場合であって、

使用済燃料プールに新燃料のみが保管されている原子炉及び使用済燃料プール内の照射済燃料集合体が

十分な期間冷却されているものとして原子力規制委員会が定めた原子炉等。 

 

 

警戒事態を判断するＥＡＬ 
緊急事態区分におけ

る措置の概要 

（追加） 

 

（追加） 

 

（追加） 

 

① 原子炉施設以外に起因する事象が原子力施設に影響を及ぼすおそれがあ

ることを認知した場合など、委員長又は委員長代行が警戒本部の設置が必

要と判断した場合。 

（略） 

施設敷地緊急事態を判断するＥＡＬ 
緊急事態区分におけ

る措置の概要 

② 原子炉施設以外に起因する事象が原子炉施設に影響を及ぼすおそれがあ

ること等放射性物質又は放射線が原子力事業所外へ放出し、又は放出する

おそれがあり、原子力事業所周辺において、緊急事態に備えた防護措置の

準備及び防護措置の一部の実施を開始する必要がある事象が発生するこ

と。 

（略） 

全面緊急事態を判断するＥＡＬ 
緊急事態区分におけ

る措置の概要 

② 原子炉施設以外に起因する事象が原子炉施設に影響を及ぼすこと等放射

性物質又は放射線が異常な水準で原子力事業所外へ放出し、又は放出する

おそれがあり、原子力事業所周辺の住民の避難を開始する必要がある事象

が発生すること。 

（略） 

 

６．原子炉（１．～５．に掲げる原子炉を除く。）に係る原子炉施設…原子炉容器内に核燃料物質が存在し

ない場合であって、使用済燃料貯蔵槽内に新燃料のみが保管されている原子炉及び使用済燃料貯蔵槽内

の照射済燃料集合体が十分な期間冷却されているものとして原子力規制委員会が定めた原子炉に係る原

子炉施設、東京電力株式会社福島第一原子力発電所原子炉のうち、1号炉、2号炉、3号炉及び 4号炉に

係る原子炉施設（使用済燃料貯蔵槽内に照射済燃料集合体が存在しない場合に限る）等。 

警戒事態を判断するＥＡＬ 
緊急事態区分におけ

る措置の概要 

① 当該原子炉施設等立地道府県において、震度６弱以上の地震が発生した

場合。 

② 当該原子炉施設等立地道府県沿岸において、大津波警報が発令された場

合。 

③ オンサイト統括補佐が警戒を必要と認める当該原子炉施設の重要な故障

等が発生した場合。 

④ 原子炉施設以外に起因する事象が原子力施設に影響を及ぼすおそれが

あることを認知した場合など、委員長又は委員長代行が警戒本部の設置が

必要と判断した場合。 

（略） 

施設敷地緊急事態を判断するＥＡＬ 
緊急事態区分におけ

る措置の概要 

② 原子炉施設以外に起因する事象が原子炉施設に影響を及ぼすおそれが

あること等放射性物質又は放射線が原子力事業所外へ放出され、又は放出

されるおそれがあり、原子力事業所周辺において、緊急事態に備えた防護

措置の準備及び防護措置の一部の実施を開始する必要がある事象が発生

すること。 

（略） 

全面緊急事態を判断するＥＡＬ 
緊急事態区分におけ

る措置の概要 

② 原子炉施設以外に起因する事象が原子炉施設に影響を及ぼすこと等放

射性物質又は放射線が異常な水準で原子力事業所外へ放出され、又は放出さ

れるおそれがあり、原子力事業所周辺の住民の避難を開始する必要がある事

象が発生すること。 

（略） 

 

 

 

63 35 ５ ＯＩＬと防護措置について 

※２ 本値は地上１ｍで計測した場合の空間放射線量率である。実際の適用に当たっては、空間放射線量

率計測機器の設置場所における線量率と地上１ｍでの線量率との差異を考慮して、判断基準の値を補

正する必要がある。 

５ ＯＩＬと防護措置について 

※２ 本値は地上１ｍで計測した場合の空間放射線量率である。実際の適用に当たっては、空間放射線量

率計測機器の設置場所における線量率と地上１ｍでの線量率との差異を考慮して、判断基準の値を補

正する必要がある。ＯＩＬ１については緊急時モニタリングにより得られた空間放射線量率（１時間

値）がＯＩＬ１の基準値を超えた場合、ＯＩＬ２については、空間放射線量率の時間的・空間的な変

化を参照しつつ、緊急時モニタリングにより得られた空間放射線量率（１時間値）がＯＩＬ２の基準

値を超えたときから起算して概ね１日が経過した時点の空間放射線量率（１時間値）がＯＩＬ２の基

準値を超えた場合に、防護措置の実施が必要であると判断する。 
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頁 行 修      正      前 修      正      後 備    考 

65 3 ６ 付録 

今後原子力災害事前対策計画にいて検討を行うべき課題 

○原子力災害事前対策の在り方 

・実用発電用原子炉以外の緊急事態区分及びＥＡＬの在り方 

 

・（略） 

・プルームの影響を考慮したＰＰＡの導入や実用発電用原子炉以外の

原子力災害対策重点区域の範囲 

○緊急時モニタリングの在り方 

・中期モニタリング及び復旧期モニタリングの在り方、防護措置の実

施方策に対応した緊急時モニタリングの在り方及び情報の集約・評

価等 

○緊急被ばく医療の在り方 

・プルーム通過時に対する防護措置としての安定ヨウ素剤の投与の判

断基準の整備、屋内退避等の防護措置との併用の在り方等 

・スクリーニング及び人体の除染の実務主体の調整（傷病者（治療が

必要な放射線被ばく者を含む）に対するスクリーニング及び除染と

傷病者（治療が必要な放射線被ばく者を含む）以外に対するスクリ

ーニング及び除染の実務主体の調整） 

・（略） 

○東京電力福島第一原子力発電所事故への対応 

・（略） 

・除染・健康管理等の在り方、特定原子力施設指定を受けたことによ

るリスク評価等を踏まえた、原子力災害対策上留意すべき事項、町

外コミュニティができた場合の災害対策の在り方等 

○地域住民との情報共有等の在り方 

・（略） 

・（略） 

○県外からの避難者の受入れ 

・所在県及び隣接県との連携・調整（スクリーニング及び人体の除染

の実施主体を含む） 

・避難予定先及び侵入ルート等の運用面の調整 

６ 付録 

今後原子力災害事前対策計画にいて検討を行うべき課題 

（削除） 

・実用発電用原子炉以外の原子力施設に係る緊急事態区分及びＥＡＬ

の在り方 

・（略） 

（削除） 

 

（削除） 

・中期モニタリング及び復旧期モニタリングの在り方、防護措置の実

施方策に対応した緊急時モニタリングの在り方及び情報の集約・評

価等 

（削除） 

（削除） 

 

 

（削除） 

 

 

 

・（略） 

（削除） 

・（略） 

（削除） 

 

 

 

（削除） 

・（略） 

・（略） 

（削除） 

（削除） 

 

・県外からの避難者の受入れに係る、避難先及び進入ルート等の調整 

 

 

 

原子力災害対策指

針の改定 



 
 

 


